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表１ 世界の自然災害年表（1982 年以降） 
日 本 年 外 国 
長崎豪雨水害 １９８２  
 １９８５ メキシコ地震 
阪神・淡路大震災 １９９５  
 １９９９ トルコ・マルワラ地震 
921 台湾大地震 
新潟中越地震 ２００４ スマトラ地震 
 ２００５ ハリケーン・カトリーナ 
東日本大地震 ２０１１  
        ２０１５ ネパール大地震 
熊本地震 ２０１６  
 






（注３）Richard Campanella (2008) “Bienville’s Dilemma-A Historical Geography of New Orleans” University of 
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2-2 石巻市の地域性と冠水地域の拡がり 
さて 18,000 人を超える死者・行方不明者を出した東日本大震災で、約 20％の 3,600 人（死者
数 3,168 人,行方不明者 432 人）を記録したのが石巻市である。冠水地域は中心市街地を含む沿












現在の石巻市は 146,080 人(2018.2.6)を擁し、東日本大震災前の 2010 年 3 月末日に 163,594 人




9.0、震度 6 強の激震と巨大津波が石巻市の沿岸域を襲ったのである。 
 





（復旧期《平成 23～25 年》⇒再生期《平成 26～29 年》⇒発展期《平成 30～32 年》）を提示し
ている。本稿では、中心市街地の再開発事業を中心に地域課題を追求する。 
すでに指摘したように、中心市街地の人口(2010～2018 年)は微少であるが、最近の中心市街
地の人口密度だけをみれば(2010～2015 年)、3643 人/㎢から 3784 人/㎢へと明らかに上昇して
いる。ある意味で石巻市は気仙沼市と同様に、駅前への大規模な市立病院の立地を核に住宅の







幹線道路や石巻蛇田 SC（平成 18 年）、イオン石巻 SC（現在、イオンモール石巻）（平成 19 年）
の立地動向は衰えていない。 




町一丁目 4・5 番地区（地権者 22 人）の再開発事業計画（９階の複合ビル）は、一部の地権者
が難色を示したことで白紙に戻る。同様な動きが高齢者福祉施設や商業施設を含んだ中央 2 丁
目 4 番地区（地権者 19 人）も白紙。さらには中央 2 丁目 3 番地区（地権者 28 人）も白紙に。
その当時、着工されたのは、残りの４地区（中央３丁目 1 番地区、立町二丁目 5 番地区、中央
一丁目 14・15 地区、中央二丁目 7 番地区）である。中心市街地全体を見渡せば、本当に買い物
弱者にとって商業店舗の不足や復興公営住宅の供給のあり方が再検討され、石巻市は事業の見
直しに入っている(2015 年 5 月末段階)。 
最終的には、現在街区全体の大規模な民間による再開発計画は諦められ、優良建築物等整備
事業による開発が実施されている（2017 年末段階では、まだ建物の解体中であった）。なお、






























改築を禁止するものです。石巻市は 2012 年 12 月１日に区域指定を行いました（石巻市『東日本大
震災からの復興―最大の被災都市から復興モデル都市 石巻を目指して－』2017 年 12 月、頁 2）。 
（注８）中心市街地の活性化に関しては、石巻市が『石巻市中心市街地活性化基本計画（平成 27 年１月～















ローバルシティ・東京は、「1980 年代以降の約 10 年間で、グローバル市場を指向する主要なセ
クターが全て東京へ集積し、企業本社から株取引、外資系企業まで集中した空間（サスキアン・

























 高橋正祥(2015)『三陸の海 生き物図鑑』宮城ダイビングサービス ハイブリッジ 






－ 37 － 

















（2012 年 10 月） 
（拡大）






図 2 石巻市の市街地再開発事業等 
 
（出所）石巻日日新聞（2015 年 5 月 28 日） 
 
































2008 年 11 月 3 日撮影 
